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所管局 環境局

事業概要 投入量（千円）

2,550

3,756

環境審議会

環
境
政
策
課

人件費(b)

4,077

3,620 3,580

3,984

R2予算

457 404 1,206

980

H30決算 R1決算

408

負担金

所
属 事務事業名

環
境
共
生
課

野生鳥獣対策事業

事業費(a)

総コスト(a)+(b)

事業費(a)

主
な
内
訳

委員報酬

総コスト(a)+(b)

実施内容実施手法
F
 
審
議
会
・
協
議
会
等
運
営
事
業

直接実施

指定管理

委託

緊急時対応謝礼金

補助金

市の附属機関として、市長の諮問に応じ、本市
議会議員、学識経験者その他市長が適当と認
める者で構成する審議会において、環境基本
計画その他環境の保全と創造に関する基本的
事項を調査審議する。

鳥獣保護管理法及び大阪府アライグマ防除実
施計画等に基づき、堺市における有害鳥獣捕
獲許可業務及び鳥獣飼養登録更新業務を取り
扱うとともに、生活環境被害に係る野生鳥獣に
関する相談への対応を行う。

環
境
共
生
課

大気汚染監視事業

0

総コスト(a)+(b) 81,858 77,433 88,938

66,988 62,673 74,018

主
な
内
訳

委託料

7,110 8,993

環
境
共
生
課

環境影響評価審査事
業

326 1,462

主
な
内
訳

委員報酬 500

大気汚染測定局（自動測定機器）を配置し、環
境テレメータシステムによりモニタリングを行
い、基礎資料としてデータを把握、取りまとめ、
評価を行う。また、大気汚染緊急時（光化学ス
モッグ）の対処も行っている。

224

人件費(b)

コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善
する余地があるか。

改善する余地がある

改善する余地がない

改善する余地がある

改善する余地がない

15,120

総コスト(a)+(b) 18,339 15,266 16,582

918

委託料 1,922 0

人件費(b) 15,580 14,940

205

旅費

事業費(a)

3,214

18,710 20,540

368

新型コロナウイルス感染症拡大防
止の観点から、対面とWEBとの併
用による開催を検討・実施する。

理
由
・
説
明

アライグマ対応業務 846 1,301 1,308
理
由
・
説
明

鳥獣保護管理法等に基づいて実
施する法定受託事務であり、事務
の内容も定められているため。

14,870 14,920

23,754

123 1,706

22,200

20,858

43 37

20060 0

1,108 1,510

23,308 20,220

その他

人件費(b)

反訳料

規模が大きく環境影響の程度が著しいものとな
るおそれがある事業について、事前配慮、環境
影響評価及び事後調査が適切かつ円滑に行
われるための手続等を定めた環境影響評価条
例等を運用する。

主
な
内
訳

208

改善する余地がある

改善する余地がない

改善する余地がある

改善する余地がない38,551

理
由
・
説
明

環境影響評価法、堺市環境影響評
価条例により事務の内容が定めら
れているため。

使用料及び賃借料 13,680 15,103
理
由
・
説
明

大気汚染防止法等に基づいて義
務付けられている法定受託事務で
あり、国の事務処理基準により事
務の内容が定められているため。

2,759

37,255 40,519

需用費 10,997

事業費(a)

121 40 73

14,760

直接実施

指定管理

委託

補助金

負担金

B
 
法
定
義
務
等
事
業

直接実施

指定管理

委託

補助金

負担金

B
 
法
定
義
務
等
事
業

直接実施

指定管理

委託

補助金

負担金

B
 
法
定
義
務
等
事
業
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事業概要一覧 【様式２】

分類

所管局 環境局

事業概要 投入量（千円）

R2予算H30決算 R1決算
所
属 事務事業名 実施内容実施手法

コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善
する余地があるか。

■ □

□ ■

■

□

□

■ □

□ ■

□

□

□

■ ■

□ □

■

□

□

■ □

□ ■

■

□

□

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

委託料 1,858 1,815 4,834 改善する余地がない

委託 需用費 418 239 989
理
由
・
説
明

市民の生活環境の保全のため、騒
音・振動に係る環境保全上の支障
の防止、苦情等の解決を図る必要
があるため。

補助金 旅費 85 79 89

負担金 人件費(b) 38,540 38,070

環
境
対
策
課

騒音・振動監視指導
事業

B
 
法
定
義
務
等
事
業

直接実施

騒音規制法・振動規制法・大阪府生活環境の
保全等に関する条例に基づき、騒音・振動に係
る監視（騒音・振動の測定）、規制（特定工場及
び特定建設作業）、カラオケ等の深夜営業騒音
を含む騒音・振動に係る苦情処理、その他指
導等を行う。

事業費(a) 2,875 2,138 5,948

38,540

総コスト(a)+(b) 41,415 40,208 44,488

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

委託料 2,705 2,526 6,542 改善する余地がない

委託 需用費 516 889 1,059
理
由
・
説
明

手続き上可能なものに対しては、
効率化、対人対応の削減を目的に
資料等の電子化を進める。

補助金 旅費 130 187 384

負担金 人件費(b) 49,200 48,600

環
境
対
策
課

大気規制事業

B
 
法
定
義
務
等
事
業

直接実施
大気汚染の原因となる一定規模以上の施設の設置
等や特定粉じんの排出等作業に関する届出に対し、
審査及び立入の実施等を行うことで排出基準、作業
基準の遵守の確認を行い、良好な大気環境を保全
する。また、一定規模以上の事業所から、法令指定
化学物質の環境への排出量や管理計画書等の届
出を受理することにより、化学物質の自主的な管理
の改善を促すとともに、得られたデータを集計・公表
する。

事業費(a) 4,174 3,964 8,322

49,200

総コスト(a)+(b) 53,374 52,564 57,522

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

手数料 8,012 7,849 9,096 改善する余地がない

委託 負担金 1,140 1,140 1,140

補助金 委託料 525 383 643

水質汚濁防止法等に基づき、水質汚濁の原因とな
る施設の設置や変更にに係る届出や申請の審査及
び立入等を実施することにより公共水域及び地下水
の水質汚濁の防止を図る。
また、土壌汚染対策法等に基づき、届出や申請の審
査や区域指定の手続き、土地の形質の変更の規制
及び立入等を実施することにより土壌汚染対策の実
施を図る。

理
由
・
説
明

申請や届出については、図面や添付資
料等が多岐にわたるめ、電子化の検討
が難しい。また、水質汚濁や土壌汚染
の防止の観点から事業場への立入指
導等を減らすことはできない。

負担金

直接実施 事業費(a) 10,144 9,925 12,045

環
境
対
策
課

水質規制事業

B
 
法
定
義
務
等
事
業

人件費(b) 41,000 40,500 41,000

総コスト(a)+(b) 51,144 50,425 53,045

環
境
共
生
課

水質汚濁監視事業

B
 
法
定
義
務
等
事
業

直接実施

水質汚濁物質に関して、大阪府が定めた水質
測定計画に基づき公共用水域、地下水の水質
のモニタリングを行い、基礎資料としてデータを
把握、取りまとめ、評価を行う。

事業費(a) 8,384 8,237 9,344

7,640

総コスト(a)+(b) 15,994 15,797 16,984

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

委託料 7,974 7,859 8,544 改善する余地がない

委託 役務費 303 298 583
理
由
・
説
明

水質汚濁防止法等に基づいて義
務付けられている法定受託事務で
あり、国の事務処理基準により事
務の内容が定められているため。

補助金 旅費 48 47 54

負担金 人件費(b) 7,610 7,560
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事業概要一覧 【様式２】

分類

所管局 環境局

事業概要 投入量（千円）

R2予算H30決算 R1決算
所
属 事務事業名 実施内容実施手法

コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善
する余地があるか。

■ ■

□ □

■

□

□

■ □

□ ■

□

□

□

□ □

□ ■

□

□

■

■ □

□ ■

□

□

□

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

報酬 2,534 2,322 2,088 改善する余地がない

委託
理
由
・
説
明

廃棄物の処理については、安定的
に事業を継続できるよう、適正に許
可及び指導を継続していかなけら
ばならないため。

補助金

負担金 人件費(b) 49,200 48,600

資
源
循
環
推
進
課

事業系一般廃棄物許
可等事業

B
 
法
定
義
務
等
事
業

直接実施

一般廃棄物収集運搬業等許可業者への廃棄
物の処理及び清掃に関する法律等の法令に基
づき、適正な許可及び指導・啓発を行ってい
る。
(令和2年4月1日現在　一般廃棄物収集運搬業
等許可等業者数125者)

事業費(a) 3,286 3,168 2,776

43,500

総コスト(a)+(b) 52,486 51,768 46,276

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

負担金 7,714 5,830 9,990 改善する余地がない

委託 災害復旧工事負担金 5,845 21,068
理
由
・
説
明

市内から排出される一般廃棄物を適正
に処理するために、最終処分場は必要
不可欠である。また、本市単独で最終
処分場を確保することは、コスト面等に
より困難であるため。

補助金

負担金 人件費(b) 2,460 2,430

環
境
事
業
管
理
課

広域廃棄物埋立処分
場整備

D
 
建
設
・
整
備
事
業

直接実施

廃棄物を長期安定的、広域的に適正処理する
ための最終処分場確保は、個々の地方自治体
や事業主の単独では困難なことから、広域臨
海環境整備センター法に基づき、近畿2府4県
168市町村と港湾管理者の出資により共同で
大阪湾フェニックス計画として最終処分場を運
営している。

事業費(a) 7,714 11,675 31,058

2,460

総コスト(a)+(b) 10,174 14,105 33,518

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

報酬 7,350 12,276 11,159 改善する余地がない

委託 委託料 1,586 717 2,267
理
由
・
説
明

許可申請等の書類については各事
業者により個別具体なものであり、
電子申請等を用いることが不可能
であるため。

補助金 需用費 525 330 580

負担金 人件費(b) 43,100 39,200

環
境
対
策
課

産業廃棄物監視指導
事業

B
 
法
定
義
務
等
事
業

直接実施

廃棄物処理法に基づく許可を受けた産業廃棄
物処理業者や届出を行ったｊ業者に対して監
視・指導・規制及び処分等を行う。

事業費(a) 11,987 15,192 17,168

38,200

総コスト(a)+(b) 55,087 54,392 55,218

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

委託料 49,719 14,587 35,102 改善する余地がない

委託 役務費 177 140 926

理
由
・
説
明

R2年度の委託業務により堺市内の
PCB廃棄物の所在が概ね把握でき
ることから、委託料が削減できる。

補助金 需用費 158 257 265

負担金 人件費(b) 53,320 58,100

環
境
対
策
課

産業廃棄物事業者指
導事業

B
 
法
定
義
務
等
事
業

直接実施
廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく排出
事業所の監視・指導・規制及び産業廃棄物処理施
設の許可等を厳格に行うことにより、産業廃棄物の
適正処理を推進し、生活環境の保全を図る。
また、産業廃棄物の排出事業者に対する資源化・減
量化等の指導を行うことにより、資源循環型社会の
形成に寄与する。
さらに、法定期限までに高濃度PCB廃棄物の処理が
完了するよう、高濃度PCB使用製品の保有に関する
調査委託を実施している。

事業費(a) 50,199 15,212 36,573

66,400

総コスト(a)+(b) 103,519 73,312 102,973
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事業概要一覧 【様式２】

分類

所管局 環境局

事業概要 投入量（千円）

R2予算H30決算 R1決算
所
属 事務事業名 実施内容実施手法

コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善
する余地があるか。

■ □

□ ■

■

□

□

■ □

□ ■

■

□

□

■ □

□ ■

■

□

□

■ □

□ ■

□

□

□

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

工事請負費 523,639 340,312 377,500 改善する余地がない

委託 災害復旧工事 19,306
理
由
・
説
明

市内から排出される一般廃棄物の
適正処理のために、清掃工場設備
を計画的に整備、維持補修を実施
する必要があるため。

補助金

負担金 人件費(b) 101,900 92,700

ク
リ
ー

ン
セ
ン
タ
ー

東
工
場

東工場整備

D
 
建
設
・
整
備
事
業

直接実施

市内から排出される一般廃棄物を計画的かつ
円滑に処理するために、東工場内の各施設を
整備、維持補修している。

事業費(a) 551,748 340,352 377,685

93,800

総コスト(a)+(b) 653,648 433,052 471,485

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

施設運営管理委託料 517,871 518,474 705,361 改善する余地がない

委託 施設等修繕料 347,324 334,460 358,995
理
由
・
説
明

市内から排出される一般廃棄物を
処理するために、焼却施設を安定
かつ安全に運営管理を行う必要が
あるため。

補助金 施設維持消耗品 251,096 255,666 255,771

負担金 人件費(b) 98,400 97,200

ク
リ
ー

ン
セ
ン
タ
ー

管
理
課

東工場運営管理

B
 
法
定
義
務
等
事
業

直接実施

市内から排出される一般廃棄物を処理するた
めに、焼却施設を安定かつ安全に運営管理し
ている。
また、ごみ処理過程で発生する熱エネルギー
を有効利用するために、高効率発電を行って
おり、余剰電力を売却している。

事業費(a) 1,255,760 1,270,486 1,478,971

90,200

総コスト(a)+(b) 1,354,160 1,367,686 1,569,171

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

運営管理委託料 238,646 192,164 198,542 改善する余地がない

委託 資源物再資源化手数料 53,134 51,904 74,578
理
由
・
説
明

一般廃棄物に含まれる資源の有効
利用、リサイクル推進及び焼却・埋
立処分の減量を図る必要があるた
め。

補助金 施設等修繕料 22,847 22,113 24,230

負担金 人件費(b) 46,800 51,300

ク
リ
ー

ン
セ
ン
タ
ー

管
理
課

資源ごみ

B
 
法
定
義
務
等
事
業

直接実施

一般廃棄物に含まれる資源の有効利用、リサ
イクル推進及び焼却・埋立処分の減量を図る
ため、分別収集された資源物に含まれる異物
除去等を行っている。
なお、再生資源業者や容器包装リサイクル協
会を介し、資源物の有価売却益を市の歳入とし
ている。

事業費(a) 349,906 273,308 304,055

43,600

総コスト(a)+(b) 396,706 324,608 347,655

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

整備運営委託料 964,051 845,295 902,829 改善する余地がない

委託 土地借上料 67,573 67,573 67,573
理
由
・
説
明

市町村に処理責任が存する一般
廃棄物を処理する事業であり、PFI
による民間活力の導入を実施して
いるため。

補助金 焼却灰搬入処分 48,497 53,802 55,062

負担金 人件費(b) 104,200 107,100

環
境
施
設
課

臨海工場運営管理

B
 
法
定
義
務
等
事
業

直接実施

ＰＦＩ事業契約により、市内から排出される一般廃棄
物を、市のごみ処理計画との整合をはかりながら、
安定的、経済的、衛生的にかつ安全に処理する。
また、ごみ処理過程で発生する熱エネルギーを有効
活用するために高効率発電を行い、余剰電力を売
却するとともに、処理過程で発生する溶融固化物（ス
ラグおよびメタル）をできる限り資源化する。

事業費(a) 1,098,226 984,741 1,046,077

116,400

総コスト(a)+(b) 1,202,426 1,091,841 1,162,477
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事業概要一覧 【様式２】

分類

所管局 環境局

事業概要 投入量（千円）

R2予算H30決算 R1決算
所
属 事務事業名 実施内容実施手法

コロナ対応を踏まえ、事業のあり方を改善
する余地があるか。

■ ■

□ □

■

□

□

■ □

□ ■

■

□

□

■ □

□ ■

□

□

□

■ □

□ ■

■

□

□

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

事務費 277 234 343 改善する余地がない

委託 委託料 3,996
理
由
・
説
明

市町村に処理責任が存する一般
廃棄物を処理する施設を将来に渡
り更新・整備する施設整備計画を
策定する事業で、単年度毎の事業
改善・見直しがなじまいため。

補助金

負担金 人件費(b) 24,600 24,300

環
境
施
設
課

施設整備推進事業

G
 
企
画
・
計
画
策
定
・
調
査
研
究
事
業

直接実施

ごみ処理施設の計画から建設・稼働までは長
い期間が必要であり、長期的な視点から必要
かつ適正な処理能力を継続的に確保するた
め、将来にわたり安定的に施設の更新・整備
が可能な施設整備計画を策定し、ごみ処理施
設の更新・整備を推進する。

事業費(a) 4,273 234 343

24,600

総コスト(a)+(b) 28,873 24,534 24,943

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

修繕料 7,061 6,856 6,915 改善する余地がない

委託 人材派遣委託料 26,450 20,294 20,754
理
由
・
説
明

市町村に処理責任が存する一般廃棄物（粗
大ごみ等）を処理する事業であるため。
また、ごみの排出が困難な介護を要する高
齢者等を対象にしたごみ出し支援のニーズ
は今後、増加していく可能性があるため。

補助金 車両等購入費 1,815 7,809 9,605

負担金 人件費(b) 220,100 212,400

環
境
事
業
所

環境事業所運営管理

B
 
法
定
義
務
等
事
業

直接実施

市内市民から排出される粗大ごみを円滑に迅
速かつ安定的に収集を行っている。また、自ら
ごみを排出することが困難な単身者で、介護を
要する高齢者や身体障がい者等を対象にごみ
出し支援を行っている。

事業費(a) 45,822 50,052 54,627

211,500

総コスト(a)+(b) 265,922 262,452 266,127

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

施設運営管理委託料 6,560 9,579 9,454 改善する余地がない

委託 水道使用料 43,852 26,251 28,243
理
由
・
説
明

処分場から発生する浸出水を処理
するため、南部処理場は安全かつ
安定した運営管理を行う必要があ
るため。

補助金 工事請負費 53,706

負担金 人件費(b) 27,500 31,500

浄
化
ス
テ
ー

シ

ョ
ン

南部処理場運営管理

B
 
法
定
義
務
等
事
業

直接実施

廃棄物埋立処分場に埋め立てられた廃棄物及
び浸出水の外部流出を防ぐため、施設の維持
管理を行っている。また、浸出水の下水道施設
への投入基準を満たすため、砂ろ過等の浄化
処理を行っている。

事業費(a) 126,942 56,999 69,775

40,000

総コスト(a)+(b) 154,442 88,499 109,775

改善する余地がある

指定管理
主
な
内
訳

施設運営管理委託料 86,391 79,241 95,179 改善する余地がない

委託 施設等修繕料 30,240 33,024 32,994
理
由
・
説
明

浄化ステーション運転業務（施設運
営管理委託）については、R4年度
末にて随意契約が終了するため、
R5年度以降の施設運営体制につ
いての検討を行っている。

補助金 整備工事費 24,840

負担金 人件費(b) 31,600 31,500

浄
化
ス
テ
ー

シ

ョ
ン

浄化ステーション運営
管理

B
 
法
定
義
務
等
事
業

直接実施

市内から排出されるくみ取りし尿や浄化槽汚泥
等には、下水処理に適さないし渣や沈砂等の
異物が含まれているため、当施設で異物の除
去を行い、泉北水再生センターへ送っている。

事業費(a) 173,680 143,652 162,268

40,000

総コスト(a)+(b) 205,280 175,152 202,268
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